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・寄居町ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の一部改正

・寄居町こども医療費支給に関する条例の一部改正

・寄居町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部改正
３議案を全員賛成で可決

令和６年度 一般会計補正予算（第１号） 全員賛成で可決

寄居町事務手数料条例の一部改正 賛成多数で可決

「県北の町村初！」 福祉3医療費の
現物給付が町内の柔

（接骨院）
道整復師等で可能に

物価高騰対策、低所得の子育て世帯に給付金も

戸籍電子証明書提供用識別符号の発行手数料を定めました

 この３議案の内容は 

福祉3医療費（ひとり親家庭医療費・こども医療費・重度　
心身障害者医療費）の現物給付が町内の柔道整復師等（あ
ん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師）で可能になります。

 この補正の内容は 

・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金2億9276万2000円　
・住民税均等割のみ課税世帯　１世帯当たり10万円給付
・住民税非課税世帯　均等割りのみ課税世帯18歳以下の子ども１人当
　たり５万円給付　
・定額減税しきれないと見込まれる方　１人当たり最大４万円

 この条例改正の内容は 

寄居町事務手数料条例の一部改正により戸籍電子証明
書提供用識別符号の発行手数料を定めました。今後、符
号を行政機関に提出することにより、戸籍謄本等の添付
を省略することができる手続きが整備される予定です。

議案ピックアップ

昨年度、福祉3医療費の窓口払いがなくなりました
が、柔道整復師はまだでした。これで、ケガなどし
たときに窓口払いなく安心して接骨院にかかれます。

　　　　小
おがわたかひろ

川高弘さん・萌
め い な

奈さん（西部）

 私も
ひと言！

浅見玲子議員
保育に体操・英語教室？

子どもを人材と捉え、行政が早期教育をあ

おる政策に予算をつけるべきではない。脳

科学からも逸脱している。

反対

吉田林藏議員
新しい時代を拓く予算

新年度予算に計上された各事業を、一歩一

歩着実に進めていただくことを要望する。

賛成

久保鷹矢議員
「安心・強靭」で持続可能へ

自然災害など万一に備えて水道施設の強化

を盛り込んだ予算。持続可能な水道事業に

向けて必要だと評価。

賛成

稲山良文議員
「衰えは足から」

健康で長命は皆の願い。政策として健康長

寿「県下No.1」を目指し取り組んでいるが、

道半ば。「歩くこと」から成果を期待。

賛成

本間政道議員
健康長寿の引上げ

健（検）診の勧奨・フレイル（＊）対策・疾病予

防など、高齢者の特性に応じたサービスを

整備し、健康寿命の引上げ事業の構築。

（＊）フレイル…年齢とともに筋力や心身の活力が低下し、

　　　　　　　健康と要介護の間の虚弱な状態のこと

賛成

稲山良文議員
健康保持と生活の安定

疾病の早期発見早期治療のため特定健診、

保健指導、生活習慣病重症化予防等予算計

上。町民の安心と健全財政。

賛成

原口 孝議員
新事業と思いやり予算

学童保育利用者へ1500円補助、住宅改修

補助金1000万円。循環経済、積極的取り

組みに大いに期待する。

賛成

鈴木詠子議員
教育・子育て予算に期待

学力・非認知機能力アップのための教育・

子育てパッケージに期待。町の未来を見据

えた予算配分を評価。

賛成

大澤 博議員
少使用量世帯に軽減を

高齢者世帯は使用量が減少しています。少

使用量世帯の負担を軽減した料金にすべき。

反対

大澤 博議員
受診料の軽減施策を

高齢者こそ早期発見・早期治療が必要。気

軽に受診できることで医療費を抑えられる。

受診料の軽減施策を。

反対

大澤 博議員
町独自の保険税軽減を

保険税値上げが町民生活を圧迫し、命と健

康を守る医療を奪ってはならない。保険税

の軽減を行うべき。

反対

国民健康保険特別会計

一 般 会 計
の討論を

映像でご覧ください
白 熱
「議場のリアル」

（討論は15分30秒あたりから）

討論

令和６年度

予算
後期高齢者医療特別会計

水 道 事 業 会 計
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鈴木詠子議員
厳格な本人確認は必須

行政手続きのデジタル化で利便性向上。厳格な本人

確認は必須。

賛成

大澤 博議員
戸籍は究極の個人情報

戸籍情報がコンピューターネットワークに関連づけら

れることで、個人情報侵害の危険性が高くなり反対。

反対

浅見玲子議員
他人の不正使用が心配

16桁の番号で戸籍の再取得が可能ならば、他人が請

求しても取得可能なのではないか、という不安がある。

反対

寄居町 H P
「住民税均等割のみ課税世
帯に対する給付金（１世
帯当たり 10 万円）及び
こども加算分（児童１人
当たり５万円）について」

ケガをしても、
　これで安心


